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避難行動要支援者の個人情報の取扱いに関する法制と課題 
― 避難行動要支援者名簿の作成と共有を中心に ―
岡山大学大学院社会文化科学研究科教授
中　村　　　誠
１　はじめに ― 問題の所在
　高齢者や障がい者などで、災害時に自分で避難できない人がいる場合、地域の民生委員、自主防
災組織、町内会などが避難等を支援する必要がある。そのために、災害が発生する前から、災害時
要援護者の氏名、住所、電話番号、どのような支援を必要としているかに関する情報などのリスト
を作成して、支援者にその情報を伝えておく必要がある。しかし、その情報は秘匿性がかなり高く、
これが漏えいしたり、必要な範囲を超えて他者に提供されることがあれば、プライバシー侵害にな
るとともに、悪質業者に渡って悪質商法に利用されるなど、防犯上問題が生じるおそれがある。こ
のため、国では、2006年に「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」1を作成し、市町村の対応の
指針を示した。
　指針が示されたとはいえ、各市町村でどのように災害時要援護者の情報を共有するかについては、
地域の実情の違い、各市町村の個人情報保護条例の規定の違いなどのために様々な実態があった。
市町村によっては、個人情報の共有に慎重になり、あるいは共有を認める法的根拠がないため、災
害時に円滑に支援できなかった例が見られた2。
　2011年の東日本大震災の経験から、災害時の個人情報の取扱いについて法的対応が必要との認識
が高まり、2013年の災害対策基本法改正の中に関係する規定が新設された。それに基づき、各市町
村で避難行動要支援者の名簿作成、名簿の避難支援等関係者への提供などの取組が進められた。そ
の際、避難行動要支援者の名簿提供に要支援者本人の同意を得る手続、本人の同意を得られていな
い避難行動要支援者の名簿をどの範囲で共有するか、避難行動要支援者の名簿を避難支援等関係者
に提供する際いかに漏えいや目的外利用・提供を防止するか、などが課題になる。
　本論は、2015年10月３日の「岡山行政法実務研究会」での筆者の報告及び岡山県内の市町村の取
組の報告等を基にしつつ、避難行動要支援者名簿の作成と共有に関する運用や課題について、個人
1	 「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（2006年３月、災害時要援護者の避難対策に関する検討会（内閣府、消
防庁、厚生労働省））、「災害時要援護者対策の進め方について」（2007年３月、災害時要援護者の避難支援における
福祉と防災の連携に関する検討会）。（内閣府ウェブサイト、アクセス2007年７月20日）。
2	 例えば、岡本正・山崎栄一・板倉陽一郎『自治体の個人情報保護と共有の実務』（ぎょうせい、2013年）２頁以下。
また「大規模災害等緊急事態における通信確保の在り方について」総務省「大規模災害等緊急事態における通信確
保の在り方に関する検討会」最終取りまとめ（2011年12月27日）37～40頁　総務省ウェブサイト（アクセス2012年
４月５日）。
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情報保護に関する法令（条例を含む。）との関係を中心に、筆者が整理したものである。
２　災害時要援護者の避難支援に関する国のガイドライン（2006年）
　2003年に「個人情報の保護に関する法律」（以下「個人情報保護法」という。）、「行政機関が保有
する個人情報の保護に関する法律」3等が制定された後、要援護者の情報が民生委員等の支援者に提
供されないという問題が各地で起こっているという意見が民生委員の団体等から出された4。
　地方公共団体の個人情報の取扱いについては、各地方公共団体の個人情報保護条例が定めるとこ
ろにより規制されるが、災害時要援護者の避難支援のための要援護者の個人情報を関係者が共有す
ることについて、地方公共団体によって取扱いが異なり、また、ところによって必要な関係者に情
報が提供されないという問題が指摘された。このため、個人情報を守りつつ、支援のために関係者
が情報共有するための望ましい在り方を示すものとして、国において2006年に「災害時要援護者の
避難支援ガイドライン」が作成された。
　同ガイドラインでは、災害時要援護者情報を収集・共有することに関し、三つの方式（関係機関
共有方式、手上げ方式、同意方式5）による取組が進められていることを紹介している。そして、
望ましい進め方として、「まず、関係機関共有方式により対象とする要援護者の情報を共有し、その
後、避難支援プランを策定するために必要な情報をきめ細かく把握するために、同意方式により本
人から確認しつつ進めることが望ましい。」6と述べている。関係機関共有方式で、「本人の同意を得
ずに、平常時から福祉関係部局が保有する要援護者情報を防災関係部局、自主防災組織、民生委員
などの関係機関が共有する」ことについて、次のように説明している。「行政機関が保有する個人情
報の保護に関する法律では、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるときに、保
3	 この法律は、1988年に制定された「行政機関が保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律」を全
面改正したものである。
4	 例えば、岡山県民生委員児童委員協議会「民生委員児童委員活動と個人情報保護法」アンケート調査報告書（2007
年８月）
5	 同ガイドラインによれば、それぞれ次のように説明されている。
	 ⑴　関係機関共有方式
	 　地方公共団体の個人情報保護条例において保有個人情報の目的外利用・第三者提供が可能とされている規定を
活用して、要援護者本人から同意を得ずに、平常時から福祉関係部局等が保有する要援護者情報等を防災関係部
局、自主防災組織、民生委員などの関係機関等の間で共有する方式。
	 ⑵　手上げ方式
	 　要援護者登録制度の創設について広報・周知した後、自ら要援護者名簿等への登録を希望した者の情報を収集す
る方式。
	 ⑶　同意方式
	 　防災関係部局、福祉関係部局、自主防災組織、福祉関係者等が要援護者本人に直接的に働きかけ、必要な情報を
収集する方式。
6	 前掲注1）「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（2006年３月）６頁。
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有個人情報の目的外利用・提供ができる場合があることを参考にしつつ、積極的に取り組むこと。」
その場合の情報漏えい等を防ぐために、「その際、避難支援に直接携わる民生委員、自主防災組織等
への要援護者情報の提供については、情報提供の際、条例や契約、誓約書の提出等を活用して、要
援護者情報を受ける側の守秘義務を確保することが重要である。」7と述べている。
３　要援護者情報の共有等についての災害対策基本法改正及び指針策定
３．１　災害対策基本法改正（2013年）の経緯
　前述のとおり、災害時要援護者の情報を収集し関係機関や支援者が共有することについては、国
の「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」等で望ましい方法が示されたが、東日本大震災など
実際の災害の中で不十分な点が明らかになった。すなわち、自治体による要援護者情報の共有等に
ついては、当該自治体の個人情報保護条例の定めによるため、自治体によって対応が様々であり、
問題があった例もみられた。
　また、どのような場合であれば、大規模災害等緊急時における個人情報の第三者提供について、
個人情報保護法上の本人同意原則の例外に該当しうるか否かの明確化を図って欲しいという意見も
あった8。
　日本弁護士連合会（日弁連）は、2011年６月に「災害時要援護者及び県外避難者の情報共有に関
する意見書」を、また2012年10月に「災害時における要援護者の個人情報提供・共有に関するガイ
ドライン」を発表し、安否確認に必要な個人情報の提供、避難後の災害時要援護者の支援に関する
情報を提供・共有するための方策を提案した。
　このようなことから、2013年６月に災害対策基本法が改正され、次の三点に関する規定が新設された。
①避難行動要支援者名簿の作成及び避難支援等関係者への提供
②被災者の安否情報の利用、提供
③被災者台帳の作成、利用及び提供
３．２　災害対策基本法改正の主な内容9
３．２．１　避難行動要支援者名簿の作成及び避難支援等関係者への提供（第49条の10～第49条の13）
　主な内容は、次の三点である。
①市町村長は、避難行動要支援者名簿を作成しなければならない。
7	 前掲注1）「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（2006年３月）７頁。
8	 前掲注2）総務省「大規模災害等緊急事態における通信確保の在り方に関する検討会」最終取りまとめ40頁
9	 災害対策基本法の改正のうち個人情報の提供等に関する部分の解説として、岡本正・山崎栄一・板倉陽一郎著　前
掲注2）、宇賀克也「防災行政における個人情報の利用と保護」季報情報公開・個人情報保護（行政管理研究センタ
ー発行）52号（2014年）33頁、岡本正「災害対策基本法改正と地域における情報共有の実務」IP（第一法規発行）
31号（2014年４月）７頁がある。
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②同名簿を消防機関、都道府県警察、民生委員、市町村社会福祉協議会、自主防災組織その他の避
難支援等の実施に携わる関係者に提供するものとする。ただし、名簿情報を提供することについて
本人の同意が得られない場合は、この限りでない。
③名簿の提供を受けた者は、避難行動要支援者に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。
〔「避難行動要支援者」の定義について〕
　市町村長が名簿を作成しておかなければならないのは「避難行動要支援者」である。この避難行
動要支援者については、災害対策基本法第49条の10第１項において「当該市町村に居住する要配慮
者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難なもの
であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者」と規定している。この
規定にいう「要配慮者」は、「高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者」を指しており
（同法第８条第２項第15号）、2006年の「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」にいう「災害時
要援護者」とほぼ一致し、災害対策基本法49条の10にいう「避難行動要支援者」は、「災害時要援護
者」のうち特に支援を要する者に絞ったものと説明されている10。
３．２．２　被災者の安否情報の利用、提供（第86条の15）
　主な内容は、自治体に対し被災者の安否情報の照会があったときは、照会者の本人確認、照会の
理由を確認して回答することができるということである。そして、自治体の個人情報保護条例の「第
三者提供」の制限との関係では、この規定が「法令の定めがある場合」に該当し、本人の同意がな
くても提供できることになる。
　第86条の15第１項は、「都道府県知事又は市町村長は、…内閣府令で定めるところにより、被災者
の安否に関する情報について照会があったときは、回答することができる。」と規定している。そし
て、同条第２項では、「都道府県知事又は市町村長は、…安否情報を回答するときは、当該安否情報
に係る被災者又は第三者の権利利益を不当に侵害することのないよう配慮するものとする。」と規定
している。
　照会・回答の手続は、災害対策基本法施行規則第８条の３に定められている。すなわち、照会し
ようとする者が、ア氏名、住所と本人確認できる書類を提示し、イ照会に係る被災者の氏名、住所、
生年月日、性別、及びウ照会をする理由、を示し、都道府県知事又は市町村長はそれを確認して回
答する（被災者又は第三者の権利利益を不当に侵害すると思われるときは回答しないこともある。）
ことになる。
　どのような事項を回答するかについては、同法施行規則第８条の３において、照会者が、カ被災
者の同居の親族である場合、キ被災者の親族又は職場その他の関係者である場合、ク被災者の知人
10	 内閣府（防災担当）「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（2013年８月）（内閣府ウェブサイト、
アクセス2014年５月22日）16頁。
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その他の安否情報を必要とすることが相当であると認められる者である場合、に分けて、提供でき
る情報内容が定められている。
３．２．３　被災者台帳の作成、利用及び提供（第90条の３～第90条の４）
　主な内容は、被災者台帳の作成に必要な限度で、個人情報の目的外利用ができ、また、被災者台
帳の情報を被災者の援護に必要な限度で目的外の利用や提供ができることを定めたことである。
　市町村長は、「被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するため必要があると認めるときは、被災
者台帳を作成することができる。」と規定している。被災者台帳には、被災者の氏名、生年月日、性
別、住所のほか、被害の状況、援護の実施の状況等を記載するとされている。そして、「被災者台帳
の作成に必要な限度で、被災者に関する情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の
目的のために内部で利用することができる。」と規定している。
３．３　内閣府（防災担当）「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」2013年８月策定
　「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（2013年８月策定）は、2013年の災害対策
基本法改正を受けて、2006年の「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」を全面改定したもので
ある。
　同指針では、改正後の規定に沿って、「第１　全体計画・地域防災計画の策定」、「第２　避難行動
要支援者名簿の作成等」、「第３　発災時等における避難行動要支援者名簿の活用」、「第４　個別計
画の策定」（避難行動要支援者の個別の避難支援計画の策定）、「第５　避難行動支援に係る共助力の
向上」（避難行動支援者連絡会議の設置、関係者の研修等の実施など）、について、解説や留意事項
を述べている。
４　市町村での避難行動要支援者名簿の作成、提供等（災害対策基本法2013年
改正後）
４．１　岡山市の例
　市町村での避難行動要支援者の名簿作成、提供等の取扱いについて、岡山市は「岡山市災害時要
配慮者避難支援全体計画」11を2015年６月に策定した。この中で、要配慮者情報の把握、共有に関
して、次のように進めることとしている。
　避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲は、次のとおりとしている。
11	 岡山市ウェブサイト、アクセス2015年９月17日。
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災害対策基本法49条の10第１項の規定により、市町村に作成が義務付けられた避難行動要支援者
名簿（以下「名簿」という。）様式１に掲載する者の範囲は、以下のいずれかの要件を満たし、生
活の基盤が自宅にある者とする。
⑴　要介護認定３～５を受けている者
⑵　身体障害者手帳１・２級（総合等級）の第１種を所持する身体障害者（心臓、じん臓機能
障害のみで該当する者は除く）
⑶　療育手帳Ａを所持する知的障害者
⑷　精神障害者保健福祉手帳１級を所持する者及び地域定着支援を利用している精神障害者
⑸　障害福祉サービスの介護給付等を受けている難病患者
⑹　岡山市災害時要援護者避難支援台帳掲載者
⑺　上記⑴から⑹までに該当しないが、避難支援等を要する状況にあり、かつ自ら避難支援等
を希望し、名簿への掲載を申請した者
⑻　上記⑴から⑹までに該当しないが、避難支援等関係者から、本人又は親権者、法定代理人
等の同意を得た上で、名簿への掲載申請があった者
　岡山市危機管理室によると、上記⑴から⑸に該当する者は、岡山市役所の福祉担当部局でリスト
アップしており、該当者のリスト作成のためのアンケート等の調査はしていない。なお、上記⑴か
ら⑹の項目に該当する人の概数は、2015年９月現在次のとおりである（同一人が複数の項目に含ま
れているという重複がある。）12。
⑴　47,000
⑵　45,500
⑶　41,200
⑷　45,340
⑸　45,030
⑹　45,000
　このように、人数では⑹が⑴から⑸までに比べ大幅に多い。⑹は、岡山市が、災害対策基本法の
2013年改正前の国の「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（2006年）に沿って、2013年５月に
策定した「岡山市災害時要援護者避難支援全体計画」13に基づき作成したものである。ここでは、
避難支援計画に係る登録の対象者は次のとおりとしており、2013年改正後の「避難行動要支援者」
に比べて範囲が広いことがわかる。
12	 岡山市の人口は、2016年２月現在約72万人である。
13	 岡山市ウェブサイト（アクセス2014年９月12日）。
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　以下の①から⑤までのいずれかに該当する者のうち、災害時に避難勧告等災害情報の入手が困
難な者、自力で避難できない者及び避難に時間を要する者等であって、かつ、家族等の援護が望
めない者を対象とする。
①　65歳以上でひとり暮らしの者又は65歳以上の者のみで構成される世帯の者
②　障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条に規定する障害者
③　厚生労働省の難治性疾患克服研究事業において指定されている疾患又はこれに準じる難病
疾病者
④　介護保険法（平成９年法律第123号）第７条第３項に規定する要介護者又は同条第４項に規
定する要支援者
⑤　外国人
⑥　その他援護を希望する者
　なお、岡山市では、2015年に名簿掲載の対象者に対し、避難支援等関係者への名簿提供に同意す
る人は同意書を返送するよう求める文書を郵送した。
４．２　瀬戸内市の例14
　瀬戸内市では、2015年５月に策定した「瀬戸内市地域防災計画（風水害対策編）」の第７章「要配
慮者の安全確保計画」で、「避難行動要支援者の把握と名簿の作成」に関し次のように定めている。
　避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲は、以下のとおりである。
（ｱ）　要介護認定３以上を受けている者
（ｲ）　身体障害者手帳１・２級を所持する身体障害者（心臓・腎臓機能障害除く）
（ｳ）　療育手帳Ａを所持する知的障害者
（ｴ）　精神障害者保健福祉手帳１・２級を所持する者で単身世帯の者
（ｵ）　市の生活サービスを受けている難病患者
（ｶ）　その他、避難支援関係者が避難行動支援の必要を認めた者
　避難行動要支援者名簿の提供については、次のように定めている。
　避難行動要支援者本人からの同意を得て、避難行動要支援者名簿情報をあらかじめ避難支援等関
係者に提供する。また、現に災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、…本
人の同意の有無にかかわらず、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者に名簿情報を
提供する。
14	 2015年10月３日の岡山行政法実務研究会における瀬戸内市危機管理課の報告に基づき、筆者が整理した。文責は筆
者にある。
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　そして、あらかじめ名簿情報を提供する避難支援等関係者は、以下のとおりとしている。
（ｱ）　瀬戸内警察署
（ｲ）　市社会福祉協議会
（ｳ）　自治会、自主防災組織
（ｴ）　消防団
（ｵ）　民生委員児童委員
　瀬戸内市においても、災害対策基本法改正前の2011年から取り組んでいた「災害時要援護者登録
制度」においては、登録の対象範囲を次のようにしていた。「65歳以上のひとり暮らし高齢者及び高
齢者のみの世帯、身体障害者１、 ２級、療育手帳Ａ、精神障害者保健福祉手帳１級、要介護度３以
上、難病患者、その他援護を必要とするもの。」その結果、約3,600人弱が登録していた。
　災害対策基本法改正で、「避難行動要支援者」の範囲が従来の「災害時要援護者」より絞られたこ
とを受けて、2015年５月策定の地域防災計画での避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲は、前
述のとおり絞り込んでいる。これにより、「避難行動要支援者」に該当する人数は、約1,270人にな
った15。そして、これらの「避難行動要支援者」に対し、文書（名簿に必要な情報提供書と名簿情
報の共有に係る同意確認書）を送付している。同市危機管理課によれば、2016年５月現在、同意の
回答をした人が約450人、同意しない旨回答した人が約50人、施設に入所している旨の回答をした人
が約590人、未回答の人が約180人となっている。
４．３　備前市の例16
　備前市では、避難行動要支援者登録制度を設け、同制度の手引き及び避難行動要支援者登録申請
（同意）書を住民に配布している。
　同手引きによると、避難行動要支援者名簿に登録できる人の範囲は、次のとおりである。
（ｱ）　一人暮らしの高齢の方
（ｲ）　介護保険の認定を受けている方
（ｳ）　身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者保健福祉手帳をお持ちの方
（ｴ）　難病のある方
（ｵ）　上記以外で、自ら避難することが困難な方
　前記登録申請（同意）書で提供に同意した避難行動要支援者の名簿は、次の関係者に提供するこ
ととしている。市内の警察、消防（団）、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、地元自主防災組織
15	 瀬戸内市の人口は、2016年２月現在約38,000人である。
16	 2015年10月３日の岡山行政法実務研究会における備前市危機管理課の報告に基づき、筆者が整理した。文責は筆者
にある。
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（地元区会、町内会）。
　備前市では、2015年に登録対象者約2,300人に対し、避難行動要支援者登録申請（同意）書を送付
した17。
５　避難行動要支援者名簿の作成と提供に関する課題
　避難行動要支援者名簿の作成と提供に関し、次のような課題があると思われる。
５．１　避難行動要支援者からの名簿提供に関する同意の取得
５．１．１　市町村が、要支援者の同意取得について民生委員の協力を得ること
　市町村は、避難行動要支援者に対し文書を郵送して、避難行動要支援者名簿を避難支援等関係者
に提供することについて、同意書の回答を求めることが一般的である。しかし、同意書を送っても
回答がない者が相当数あると思われ、その場合に同意書の回答をどのように促すかが課題となる。
　災害対策基本法改正前は、民生委員が要援護者を訪問して説明し、同意書の返送を促すという運
用をする市町村が少なからずあったと思われる。例えば、「岡山市災害時要援護者避難支援全体計
画」（2013年５月）では、要援護者台帳への登録に関し、「市が十分な周知を行った上で、その趣旨
に基づいて、要援護者が在住する各地域の実情に詳しい民生委員・児童委員等の協力を得ながら災
害時要援護者の把握を行うなど、役割分担をして実施するものとする。」としている18。
　しかし、2013年改正後の災害対策基本法第49条の11第２項では、次のように規定された。
　「市町村長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、地域防災計画の定めるとこ
ろにより、消防機関、都道府県警察、民生委員法に定める民生委員、社会福祉法第109条第１項に規
定する市町村社会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等の実施に携わる関係者（次項にお
いて「避難支援等関係者」という。）に対し、名簿情報を提供するものとする。ただし、当該市町村
の条例に特別の定めがある場合を除き、名簿情報を提供することについて本人（当該名簿情報によ
つて識別される特定の個人をいう。次項において同じ。）の同意が得られない場合は、この限りでな
い。」
　その結果、市町村は、要支援者本人の同意を得られていない場合、名簿を民生委員に提供して説
明や同意書の返送を促してもらうことができなくなった。これについて、内閣府防災担当が作成し
た「避難行動要支援者名簿（災対法第49条の10～第49条の13）関係の質疑応答」19（内閣府ウェブ
サイトに掲載されている同資料に日付がないが、文の内容から、2014年２月頃に作成したと思われ
る。）に次のような内容がある。
17	 備前市の人口は、2016年２月現在約36,000人である。
18	 前掲注13）「岡山市災害時要援護者避難支援全体計画」（2013年５月）第２章１。
19	「避難行動要支援者名簿（災対法第49条の10～第49条の13）関係の質疑応答」（内閣府）
	 http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/youengosya/h25/pdf/shitsugi.pdf　（アクセス2016年２月26日）
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〔質問内容〕
　同意を取る作業は、市町村職員が直接又は郵送等で確認するとのことであるが、市町村の負担
が大きいため、民生委員等に依頼することは可能か。
（民生委員が高齢者の自宅を訪問し、説明をした上で自主防災組織等に情報を提供することに同
意を取っているが、そのような形は今後、認められないか。）
〔回答〕
　名簿情報の外部提供に関する本人同意を得るための連絡については、災対法第49条の11第１項
に基づき、市町村が直接実施する必要があり、民生委員等に依頼することはできない。
　災対法第49条の11第２項に則り、市町村が名簿情報を外部提供するに際しては、本人同意を得
た上で提供することとなり、これは民生委員であっても同様である。
　ただし、施行通知にあるように、条例等による特例措置を設けている場合には、改めて本人の
同意を得ることは要しない。そのため、自治体においては郵送等により直接同意の確認を行って
いただくよう、様式を含め、工夫していただきたい。
５．１．２　考察
　民生委員については、民生委員法第15条で守秘義務が規定されており、実際にも市町村で民生委
員に名簿登載や名簿情報の提供について説明をしてもらっている例があったのに、法改正の際なぜ
提供に関する本人同意がない分を含めて民生委員に提供することができることとしなかったのかに
ついて疑問が残る。おそらく、名簿の記載事項（災害対策基本法第49条の10第２項）のうち「避難
支援等を必要とする事由」は、障害の状況、要介護度などセンシティブ情報であり、また独居の高
齢者であるといった情報が含まれることから、法律では本人の同意なしに提供する範囲を広げるこ
とについては慎重にしたものと思われる。その代わり、市町村の条例で特別の定めがある場合（同
法49条の11第２項）には本人の同意がない場合でも提供できることとして、地域の実情に応じた対
応を期待したものと考えてよいであろう。
　国は、災害対策基本法の2013年改正前に策定された「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」
（2006年）では、関係機関共有方式で、「本人の同意を得ずに、平常時から福祉関係部局が保有する
要援護者情報を防災関係部局、自主防災組織、民生委員などの関係機関が共有する」ことについて、
次のように説明している。「行政機関が保有する個人情報の保護に関する法律では、本人以外の者に
提供することが明らかに本人の利益になるときに、保有個人情報の目的外利用・提供ができる場合
があることを参考にしつつ、積極的に取り組むこと。」
　また、一般的な民生委員への個人情報の提供のあり方については、厚生労働省は2012年に「自治
20	「自治体から民生委員・児童委員への個人情報の提供に関する事例集について」平成24年７月17日付厚生労働省社
会・援護局地域福祉課からの事務連絡
	 http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/pdf/topics/20120717_01.pdf　アクセス2016年２月26日。
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体から民生委員・児童委員への個人情報の提供に関する事例集」20を作成し、各都道府県等に通知
している。その中の＜事例選定の考え方＞において、「民生委員は、特別職の地方公務員であり、民
生委員法第15条に守秘義務が規定されているため、市町村は本人同意なしに民生委員に個人情報を
提供することが可能である。」と述べている。
　避難行動要支援者本人の同意取得について、民生委員の協力を得ることが適当と考える市町村は、
個人情報保護条例の第三者提供の制限についての例外規定の解釈により、あるいは条例を改正する
ことにより、本人の同意を得ていない者の名簿情報を民生委員に提供することが適当である。その
際、名簿情報のうち機微にわたる情報を除き、連絡先の情報だけを提供することも考えられる。
５．２　条例で、本人の同意がない場合でも一定の避難支援等関係者に名簿情報を提供できること
を定めることについて
　災害対策基本法第49条の11第２項の「条例で特別の定めがある場合」とは、①本人の同意がなく
ても平常時から名簿情報を外部に提供できる旨を災害対策基本条例等で別に定めている場合、②「個
人情報保護審議会の意見を聴いて、公益上の必要があると認めたとき」など、個人情報保護条例上
の規定を根拠とする場合、などがある21。
　そのような条例の定めを置く例として、次のものがある。
５．２．１　横浜市の例22
　横浜市震災対策条例第12条では、次のように規定し、本人があらかじめ提供を拒否する場合以外
は提供することができることとしている。
（災害時要援護者対策）
　第12条　市は、高齢者、障害者その他の地震が発生した場合の対応に困難を伴うことが予想さ
れる者（以下「災害時要援護者」という。）について、安否確認、避難誘導、救出救助等の支援活
動が円滑に行われるよう必要な体制を整備するとともに、平素から地域の自主的な支え合いの取
組を支援するものとする。
２　市長は、前項の取組を支援するため、災害時要援護者のうち規則で定める者に係る個人情報
（横浜市個人情報の保護に関する条例（平成17年２月横浜市条例第６号）第２条第３項に規定す
る保有個人情報のうち規則で定めるものをいう。以下同じ。）について、自主防災組織及び規則で
定めるものに対し、あらかじめ提供をすることができる。
３　市長は、個人情報については、あらかじめ当該災害時要援護者のうち規則で定める者が前項
の提供を拒否する場合には、同項の規定にかかわらず、当該提供をすることができない。
21	 前掲注10）内閣府（防災担当）「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」21頁。
22	 内閣府（防災担当）「避難行動要支援者対策及び避難所における良好な生活環境対策に関する参考事例集」（平成26年３
月）（内閣府ウェブサイト、アクセス2016年２月25日）及び岡本正・山崎栄一・板倉陽一郎著　前掲注2）146頁を参考にした。
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　同条例第12条を受けて、横浜市震災対策条例施行規則が対象者、提供内容、提供先について定め
ている。概要は次のとおりである。
１）対象者（第４条）
①　要介護認定を受けた者であって、要介護３、４、５に該当する者
②　要介護１、２、要支援の認定を受けた者であって、
　ア　認知症高齢者の日常生活自立度がⅡ以上である者
　イ　世帯の全ての者が、65歳以上である者
③　障害者総合支援法第19条第１項に規定する支給決定を受けた身体障害者、知的障害者、難
病患者
④　視覚障害、聴覚障害又は肢体不自由者のうち、身体障害者手帳１級から３級までのもの
⑤　愛の手帳の交付を受けている者であって、障害の程度がＡ１又はＡ２の者
など
２）提供内容（第５条）
⑴　氏名
⑵　住所又は居所
⑶　生年月日
⑷　性別
⑸　電話番号その他の連絡先
⑹　災害時要援護者の安否確認、避難誘導、救出救助等の支援活動を必要とする事由
⑺　前各号に掲げるもののほか、支援活動の実施に関し市長が必要と認めるもの
３）提供先（第６条）
　自主防災組織（災害対策基本法第２条の２第２号に規定する自主防災組織）及び条例第１２条
第１項の取組を行う自主防災組織に準ずるもので市長が認めるもの
　名簿の作成については、具体的には次のように横浜市の各区から要援護者に通知がなされる23。
①　区から対象者に通知発送、拒否者受付
　協定で定めた区域内にお住いの対象者に、協定締結した自治会・町内会などに個人情報を提供す
ることについて、通知【資料２】を発送してお知らせします。そして、個人情報提供の拒否をする
方には、「災害時要援護者名簿削除依頼書」【資料３】を区に返送していただきます。
　通知には、主に以下について明記します。
23	 ここでは横浜市金沢区の例を見る。横浜市金沢区高齢・障害支援課「災害時要援護者支援情報共有方式	実施の手
引」平成27年５月
	 http://www.city.yokohama.lg.jp/kanazawa/korei-syogai/youengosya/tebiki27.pdf（アクセス2016年３月16日）
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●情報提供の目的、提供する情報、情報提供先
●個人情報の取扱いについて
●対象者は情報提供を拒否することができること、期間内に情報提供拒否の意思表示がない限り、
協定締結した自治会・町内会などに情報提供を行うこと
●要援護者支援は、地域の自主的な助け合いによるもので、避難支援等はできる範囲内で行うこと
をお願いするものであること
②　名簿の作成
　期間内に拒否の意思表示をしなかった対象者の名簿を作成します。
５．２．２　他の市町村の例
⑴　新潟県三条市24
　三条市は、災害時要援護者名簿の作成方法を見直し、2008年に、不同意の意思表示があった者以
外は、原則として災害時要援護者名簿に登載する「逆手上げ方式」により名簿を調製した上で、関
係機関と共有することを、三条市情報公開・個人情報保護制度審議会の了承を得て決定した。
　三条市個人情報保護条例第９条第１項では、「実施機関は、個人情報取扱事務の目的以外の目的の
ために個人情報を…当該実施機関以外のものに提供してはならない。」と規定するが、その例外とし
て同項第５号では、「前各号に掲げる場合のほか、審議会の意見を聴いた上で、公益上の必要その他
相当な理由があると実施機関が認めるとき」と規定している。
　提供先は、①自治会長（自主防災組織代表者）、②民生委員、③消防団員、④介護サービス事業
所、である。
　個人情報の取扱いについては、審議会への諮問において「自治会長と消防団員の守秘義務につい
ては、三条市個人情報保護条例第12条及び三条市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条
例第11条により明示しており、民生委員の守秘義務については、民生委員法第15条により明示して
いる。また、名簿交付に際してこのような守秘義務が適用されている旨を申し添え、厳格な取扱い
を促す。」と述べている。
⑵　大阪府箕面市
　箕面市は、「災害時における特別対応に関する条例」で、拒否を申し出た者を除き、地区防災委員
会に名簿情報を提供することとしている（箕面市の名簿情報の提供についての詳細は、５．４で紹
介する。）。
24	 岡本正・山崎栄一・板倉陽一郎著	前掲注2）164～167頁。
「臨床法務研究」第17号
－52－
５．３　避難行動要支援者の名簿情報を共有する範囲
５．３．１　市町村の「内部」での目的外利用
　災害対策基本法第49条の11第１項は、次のように規定している。
　「市町村長は、避難支援等の実施に必要な限度で、前条第１項の規定により作成した避難行動要支
援者名簿に記載し、又は記録された情報（以下「名簿情報」という。）を、その保有に当たつて特定
された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。」
　これは、同条第２項と異なり、「避難支援関係者への提供に同意していない避難行動要支援者の名
簿情報」（以下「提供の同意がない要支援者の名簿情報」という。）を「内部」で利用することがで
きることを定めたものである。
　ここでいう「内部」（同法第49条の10第３項でいう「内部」も同じ）とは、地方自治法第158条１
項前段「普通地方公共団体の長は、その権限に属する事務を分掌させるため、必要な内部組織を設
けることができる。」に規定する長の権限に属する事務を分掌させるための内部組織相互間での利用
であると解されている25。長とは独立した執行機関は、ここでいう「内部」に含まれないので、避
難行動要支援者名簿情報の提供については同法第49条の11第２項の「避難支援等関係者」と同じ扱
いになり、提供の同意がない要支援者の名簿情報は提供できないこととなる。
　「長とは独立した執行機関」とは、地方自治法第７章第３節に定める委員会及び委員（市町村に置か
れるものは、①教育委員会、②選挙管理委員会、③人事委員会又は公平委員会、④監査委員）である。
５．３．２　消防機関は「内部」か？
　結論としては、市町村の消防部局は首長部局に属するので、同法第49条の11第１項の規定にいう
「内部」になり、提供の同意がない要支援者の名簿情報を利用できると解することが、改正後の災
害対策基本法等の運用通知に示されている26。ところが、同法第49条の11第２項の「避難支援等関
係者」の例示に「消防機関」が書かれており、消防機関は第１項の「内部」ではないように見える。
⑴　地方自治法の「執行機関」と条例の「実施機関」
　「長とは独立した執行機関」とは、前述のとおり市町村の①教育委員会、②選挙管理委員会、③人
事委員会又は公平委員会、④監査委員である。
　したがって、消防部局は「長とは独立した執行機関」ではない。
　ところが、地方自治法の整理とは別に、個人情報保護条例に「実施機関」についての規定があり、
まぎらわしい。例えば、岡山市個人情報保護条例第９条第２項では、「実施機関」の目的外利用及び
25	 宇賀克也・前掲注9）37頁。
26	「災害対策基本法の一部を改正する法律による改正後の災害対策基本法等の運用について」平成25年６月21日　府
政防第559号、消防災第246号、社援総発0621第１号　内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（総括担当）、消防
庁国民保護・防災部防災課長、厚生労働省社会援護局総務課長通知の第１Ⅳ５⑶①
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外部提供の制限について次のように定めている。
　実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、登録業務の目的の範囲を超えて実施
機関以外のものに保有個人情報を提供してはならない。
⑴　法令若しくは他の条例の定めがあるとき又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しく
は地方独立行政法人に提供する場合でその業務の遂行のために必要があると認められるとき。
⑵　外部に提供する保有個人情報が岡山市情報公開条例第５条第１号ただし書に該当するとき。
⑶　外部に提供することについて、あらかじめ本人の同意を得ているとき。
⑷　前各号に掲げるもののほか、特に必要があるとして実施機関が審査会の意見を聴いて認め
たとき。
　そして、「実施機関」は同条例第２条第３号で次のように定義している。
　「実施機関　市長、公営企業管理者、消防長、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、監査
委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会及び議会並びに本市が設立した地方独立行政法人を
いう。」
　この条例では、「消防長」は市長とは別の実施機関とされ、市長部局から消防長に個人情報を目的
外提供することは、条例第９条第２項で認める場合を除き、できないこととなる。
　瀬戸内市個人情報保護条例も、「消防長」は市長とは別の実施機関とされ、ある実施機関から他の実
施機関に個人情報を目的外提供することは、岡山市とほぼ同様に、一定の場合を除き禁止されている。
⑵　消防の組織
　消防組織法第９条では、市町村は、その消防事務を処理するため、次に掲げる機関の全部又は一
部を設けなければならないと規定し、その機関は、「一消防本部」、「二消防署」及び「三消防団」と
されている。
　消防本部及び消防署に消防職員を置く（消防組織法第11条）。消防職員に関する任用、給与、分限
及び懲戒、服務その他身分取扱いに関しては、この法律に定めるものを除くほか、地方公務員法の
定めるところによる（消防組織法第16条）。したがって、消防職員には地方公務員法の守秘義務が適
用され、その違反に対しては、懲戒処分とともに罰則がある。消防団員のうち、常勤の者の身分取
扱いについては地方公務員法の定めるところによるが、非常勤の者の身分取扱いについては条例で
定める（消防組織法第23条）。そして、非常勤の消防団員の守秘義務については、条例で定められて
いるのが一般的である。
⑶　考察
（3.1）消防部局及び消防団への避難行動要支援者名簿情報の提供
　個人情報保護条例において定義されている「実施機関」は、各市町村の個人情報保護の目的や望
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ましい運用を考えて決定されているものであり、地方自治法の執行機関と同じにしなければならな
いわけではない。個人情報保護条例で、「消防長」は市長とは別の実施機関とされているとしても、
地方自治法の執行機関の規定上は市町村の消防部局は市町村長の内部部局である。消防部局は基本
的に常勤職員で構成されるものであるから、守秘義務との関係でも問題ないであろう。消防は災害
時等に人命救助に当たる任務をもつものであるから、市町村の消防部局には、本来的に、平時から
提供の同意がない者を含む要支援者の名簿情報を提供すべきものであろう。
　これに対し、消防団は主として非常勤の者で構成されており、火事、災害時等限られたときにの
みその活動に従事するのであるから、社会通念上市町村役場の内部とは見られていないであろう。
また、消防団員の主たる職務は消防活動であり、普段から守秘が必要な職務に携わることがほとん
どなく、そのような職務に慣れていないであろう。この点で、民生委員のように、非常勤であって
もその職務の多くが個人の秘密に関するものである場合とは異なる。したがって、消防団員は条例
で守秘義務が定められているとはいえ、消防団に対し名簿情報の管理や守秘に関し市町村の消防部
局と同レベルの対応を求めるのは、実態から見て困難であると思われる。
　したがって、消防団に避難行動要支援者の名簿情報を提供する場合は、提供の同意がある要支援
者の名簿情報とするのが妥当であろう。
（3.2）消防部局に要支援者名簿情報を提供することについての法的根拠
　市町村の首長部局から消防部局に要支援者名簿情報を提供することは、個人情報保護条例との関
係では次のようになる。岡山市個人情報保護条例第９条第２項の場合であれば、実施機関以外のも
のへの保有個人情報提供の禁止の例外として、「法令の定めがあるとき」があるが、災害対策基本法
第49条の11第１項がその「法令の定め」になるので、提供できることとなる。
　例えば、岡山市の「要配慮者避難支援全体計画」（2015年６月）では、「岡山市消防局と岡山県警
察については、業務遂行上必要と認められるため、同意の有無を明示したうえで、同意の有無に関
係なく、岡山市個人情報保護条例第９条第２項第１号を根拠に、平常時から同意の有無を明示した
名簿情報を提供する。」と定めている。このうち、岡山市消防局への提供は、同項第１号のうち「法
令の定めのあるとき」に当たり、岡山県警察への提供は、同項第１号のうち「他の地方公共団体に
提供する場合でその業務の遂行のために必要があると認められるとき」に当たると解される。
５．３．３　消防一部事務組合は市町村の「内部」か？
　地方自治法第284条以下の規定に基づき、複数の市町村がその消防事務を一部事務組合で行うこと
としている場合がある。この場合、消防一部事務組合は、そこで消防の事務を行わせている市町村
（以下「構成市町村」という。）とは別の地方公共団体となる。したがって、消防一部事務組合は、
構成市町村の長から見て災害対策基本法第49条の11第１項にいう「内部」ではなく、同条第１項に
基づき、構成市町村が消防一部事務組合に提供の同意がない要支援者の名簿情報を提供することは
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できないという解釈になると思われる。
　したがって、同意がない要支援者の名簿情報を構成市町村が消防一部事務組合に提供するために、
条例の根拠が必要になる。構成市町村の個人情報保護条例が岡山市個人情報保護条例第９条第２項
のような規定である場合は、同項第１号の「他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人に提供す
る場合でその業務の遂行のために必要があると認められるとき」に該当すると解して、消防一部事
務組合に提供することができるであろう。あるいは、同項第４号の「特に必要があるとして実施機
関が審査会の意見を聴いて認めたとき」を適用して、個人情報保護審査会の意見を聴いて認めるこ
ともできる。
５．４　「災害が発生し、又は発生するおそれがある場合」の名簿情報の提供
５．４．１　問題点
　災害対策基本法第49条の11第３項は、次のように規定している。
　「市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の生命
又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めるときは、避難支援等の実施に必要な限
度で、避難支援等関係者その他の者に対し、名簿情報を提供することができる。この場合において
は、名簿情報を提供することについて本人の同意を得ることを要しない。」
　これにより、市町村長は、「災害が発生し、又は発生するおそれがある場合」には、避難支援等関
係者その他の者に対し、提供の同意がない要支援者の名簿情報を提供することができる。
　災害には、台風、豪雨のように事前にある程度災害の発生が予測できる場合と、地震のように予
測できない場合がある。後者の場合、通信の途絶、市町村職員が避難支援等関係者に提供する余裕
がないなどの理由で、災害が発生してからでは提供の同意がない者を含めた名簿情報を提供するこ
とは不可能な場合が多いであろう。仮に可能であったとしても、避難支援に間に合わない。前者の
場合であっても、災害が差し迫ってからは、市町村の職員が名簿を避難支援等関係者に提供する余
裕はないであろう。また、どの地域に被害が発生するおそれがあるかの予測は難しいので、災害発
生の可能性がある地域を広く定めて名簿情報を提供すると、同法第49条の11第３項の「避難支援等
の実施に必要な限度」を超えて提供することにならないかという危惧が生じる。また、避難支援等
関係者に対し、災害発生の数時間前あるいは１日前にはじめて名簿情報が提供されても、避難支援
等関係者が要支援者を支援することはほとんどできないであろう。
５．４．２　名簿を密封して交付し、災害時に開封する例―箕面市
　このような状況を想定し、大阪府箕面市では、平時に提供の拒否を申し出た者を除く要支援者名
簿を密封して地区防災委員会に交付し、災害時に開封するという方法を条例で定めている。すなわ
ち、「箕面市災害時における特別対応に関する条例」第６条第１項では、次のように規定している。
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　次に掲げる者（拒否を申し出た者を除く。）の氏名、住所、出生の年月日、男女の別、世帯員の
数、要介護状態区分その他市長が必要と認める事項を記載した名簿（以下単に「名簿」という。）を
市が保有する個人情報を利用して作成し、地区防災委員会に名簿を交付し、名簿の保管及び名簿に
登載された者の災害時における安否の確認を委任するものとする。
　この規定中「次に掲げる者」は、①75歳以上の者のみで構成する世帯に属する者、②要介護３か
ら５の者、③身体障害者１級又は２級の者、④知的障害Ａの者、⑤妊婦及び２歳未満の乳幼児、など
である。「地区防災委員会」とは、「地域の避難所の運営を行い、地域の防災の中核としての機能を有
し、地域団体等で構成される組織であって、市長が認めるものをいう」とされている（同条第１項）。
　そして、地区防災委員会は、名簿をその運営する避難所に備え付け、密閉及び封印をして保管す
る（同条第２項）。災害により市民に甚大な被害が生じ、又は生じるおそれがあるときは、災害対策
本部長は、地区防災委員会に対して名簿の開封を指示する（同条第３項）。地区防災委員会は、災害
により災害対策本部が機能していない、又は災害対策本部長の指示を待ついとまがないと自ら判断
するときは、三名以上の役員の合議の上で名簿を開封し、名簿に登載された者の安否を確認するこ
とができる（同条第４項）。
　同条例では、地区防災委員会は、「名簿に登載された者の災害時における安否の確認をする」こと
を規定していて、避難支援については規定していない。これについて、箕面市地域防災計画27では、
次のように述べている。
　「大規模地震等、事前に予測のできない災害においては、発災後迅速に高齢者、障害者等の安否確
認を行い、要援護者が救助や避難支援を必要とする状況に陥っていないか確かめ、必要な場合は支
援の手を確保する必要がある。」
５．４．３　箕面市の取組の要点と考察
　箕面市の取組の特徴は、第一に、「災害が発生し、又は発生するおそれがある場合」が生じてから
名簿を提供することはほとんど不可能であることから、予め名簿を配付するが、個人情報保護に配
慮して密封した状態で配付し、災害により市民に甚大な被害が生じ、又は生じるおそれがあるとき
は名簿を開封するという方法にある。この方法は、平常時から名簿が地区防災委員会にあるので、
「災害が発生し、又は発生するおそれがある場合」が生じてから名簿を提供することができないと
いう事態は避けられるが、その時点ではじめて名簿を見ても、避難支援等関係者が各名簿登載者の
避難支援を行うことは、やはりほとんどできないと思われる。
　第二に、地区防災委員会は、名簿を開封して安否確認を行うこととしていて、避難支援を規定し
ていない点である。箕面市地域防災計画では、安否確認の上「必要な場合は支援の手を確保する必
27	 箕面市地域防災計画（平成25年度改訂版）の「２-１-13-１-１発災直後の網羅的な安否確認〔地震〕」http://www.
city.minoh.lg.jp/bousai/bousai_keikaku/h24chiikibousaikeikaku/h24keikaku_top.html　（アクセス2016年２月24日）。
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要がある」と述べているが、前述のとおり避難支援まで行うことは困難と思われるので、まずは安
否確認できる体制づくりを定めたものと考えられる。
６　おわりに
６．１　まとめ
　避難行動要支援者の個人情報を避難支援等関係者の間で共有することに関する問題は、個人情報
の保護と利用の兼ね合いが現れる典型的事例である。
　2013年の災害対策基本法改正によって、災害時における、あるいは災害時に備えた個人情報の第
三者提供や目的外利用についての規定が新設された。しかし、避難行動要支援者の名簿の作成や名
簿情報の関係者への提供については、名簿の記載事項に、障害の状況、要介護度などセンシティブ
情報が含まれることから、法律は全国一律に適用されるという性格にかんがみ、提供する範囲の定
めでは慎重になり、本人の同意なしに提供する範囲は従来の考え方よりむしろ狭くしている面もあ
ると思われる。その代わり、市町村の条例で特別の定めがある場合（同法第49条の11第２項）には
本人の同意がない場合でも提供できることとして、地域の実情に応じた対応を期待したものと考え
られる。
　なお、後述の仙台市「災害に備える地域助け合いの手引き」（2015年10月）に記述されているよう
に、民生委員、町内会役員等は、名簿情報が提供されなくても、地域の日常的つながりから要支援
者の実態を知っている場合も多い。要支援者とコミュニケーションを取りつつ、そのような情報を
支援に生かすことも求められる。
６．２　避難行動要支援者の避難支援に関する個別計画の作成
６．２．１　国の取組指針の説明及び進捗状況
　災害時に迅速かつ円滑に避難行動要支援者の避難支援を行うためには、個々の要支援者について、
実際に誰がどのように支援するかを平時から定めておく必要がある。このような「個別計画」の作
成について、内閣府の「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（2013年８月策定）
は、次のように述べている28。
１　避難支援等関係者と連携した個別計画の策定
　市町村は、民生委員や社会福祉協議会、自主防災組織や自治会、福祉事業者等に、避難行動要
支援者と避難支援等関係者の打合せの調整、避難支援等関係者間の役割分担の調整等を行うコー
ディネーターとしての協力を得て、それらの者と連携しつつ、一人一人の個別計画の作成内容や
進捗状況、フォローアップ状況等を把握し、実効性のある避難支援等がなされるよう、個別計画
の策定を進めていくこと。
28	「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」第二部第４。
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　「個別計画」作成の進捗状況について、共同通信社の2016年のアンケート調査がある。共同通信社
が2016年１～２月に全国の市区町村を対象に行ったアンケート調査によると、個別計画を作成済み
の市区町村は12.2%、「着手したが未完成」が46.1%、「着手していない」が40.9%であった。市区
町村の事情としては、「人口減や高齢化で、支援者を指定するのが難しい」、「膨大な数の個別計画を
作成するのは困難」などの答があった29。
６．２．２　個別計画の策定の進め方―仙台市の例
　要支援者が相当多数に上ることから、各要支援者の個別計画の策定を市町村職員が行うことはほ
ぼ不可能であり、実際には民生委員、社会福祉協議会、自主防災組織や自治会（町内会）などが担
うことになる。市町村としては、これらの避難支援等関係者に個別計画の策定が可能になるよう支
援をすることが求められる。
　避難支援等関係者が個別計画の策定をどのように進めればいいかについて具体的に示すものとし
て、仙台市が作成した「災害に備える地域助け合いの手引き」（2015年10月）がある30。
　同手引きでは、次のような手順で進めることを示している（筆者が要約した）。
１）支援体制を整える　→町内会長・役員、民生委員、地区社協役員等が話し合って、地域にあっ
た取組の内容や進め方を考える。
２）要援護者を把握する　→市から受け取った「災害時要援護者リスト」を活用し、地域で独自に
集めた情報があるときはそれも合わせて情報を集める。独自に集めた情報の場合、災害時に地域
の支援対象とすることについて、事前に本人や家族の同意を得ておくことが望ましい31。
３）訪問してみる　→要援護者のお宅を訪ねて、支援に必要な情報を聞き取り、それを「支援カー
ド」（支援カードの例が本手引きに掲載されている）に記入する。
４）支援者を決める　→支援者自身が被災することもあるので、複数の人に支援者になってもらう。
できるだけ早く駆けつけられるように、近所の人が理想的である。
29	 2016年２月29日付け山陽新聞。
30	 仙台市健康福祉局社会課「「災害に備える地域助け合いの手引き―災害時要援護者支援の進め方」（平成27年10月）
http://www.city.sendai.jp/kurashi/bosai/bosai/1219942_2946.html（アクセス2016年２月25日）。前掲注22）内閣府
（防災担当）「避難行動要支援者対策及び避難所における良好な生活環境対策に関する参考事例集」16頁も参考に
した。
31	 法的に検討すると、仮に民生委員がその職務を行うに当たり得た個人情報を災害時要援護者支援に利用するため他
の避難支援等関係者に提供した場合、民生委員の守秘義務違反になる可能性がある。また、町内会役員が町内会活
動で得た個人情報を災害時要援護者支援に利用した場合、「個人情報の保護に関する法律」第16条の（利用目的に
よる制限）違反となる可能性がある。いずれも、本人の同意を得れば、目的外利用につき法的問題はなくなる。
（なお、町内会は、取り扱う個人の数が少ないため、個人情報の保護に関する法律の「個人情報取扱事業者」の義
務の適用対象外となっていた。しかし、2015年の個人情報の保護に関する法律改正により、2017年に予定される改
正法施行後は、取り扱う個人の数が少ない事業者にも適用されることとなった。）
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５）日ごろの関係づくり　→日頃から顔なじみになっておく。日々、地域が要援護者を気にかける
ことで、孤独死などの防止にもつながる。
６．３　普段からの見守り活動との連携
　避難行動要支援者の避難支援のための活動は、起こる確率自体は高くない災害発生に備えること
だけが目的であれば、関係者にとって活動しなければならないという必要性の認識が薄くなりがち
である。他方、高齢者などの急病などに備える見守り活動が日常的に必要とされることは、多くの
人の共通認識になっている。
　このようなことから、避難行動要支援者の支援活動と高齢者などの見守り活動を一緒に進めるこ
とが有効と考えられる。
　埼玉県久喜市では、次のように両者を統合して実施している32。
　「久喜市では、一人暮らし高齢者、高齢者のみ世帯、日中・夜間独居世帯などを対象に、主に平常
時の見守りを行う「高齢者見守り安心ネットワーク事業」と、災害時に自力で避難することが困難
な高齢者や障がい者などの災害時要援護者を支援する「災害時要援護者事業」を実施していた。
　しかしながら、民生委員・児童委員、区長、自主防災組織の代表者による合同会議において、多
くの方からこれら２つの事業を別々に行うことに疑問の声が上がり、平成20年度、高齢者見守り安
心ネットワーク事業と災害時要援護者事業を統合し、平常時の見守りと災害時の安否確認等を併せ
て行う新たな体制として『要援護者見守り支援事業』を開始した。」
　地域コミュニティでの避難行動要支援者の支援活動は、支援する側にとって少なからぬ負担とな
るので、日常的な活動と連携して可能なところから進めていくことが期待される。
32	 前掲注22）内閣府（防災担当）「避難行動要支援者対策及び避難所における良好な生活環境対策に関する参考事例
集」18頁。
